
（単位：円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

流　動　資　産 626,345,013 流　動　負　債 179,195,202

　　　現　金　預　金 288,762,521 　　　支　払　手　形 81,574,370

　　　受　取　手　形 83,387,657 　　　買　  掛　　 金 28,831,688

　　　売　　掛　　金 153,965,534 　　　リ ー ス 債 務 7,762,428

　　　仮　　払　　金 192,600 　　　１年返済長期借入金 3,432,000

　　　原　　材　　料 24,306,636 　　　未 払 法 人 税 等 87,500

　　　仕　　掛　　品 75,730,065 　　　未 払 消 費 税 等 8,555,301

　　　未　払　費　用 21,434,250

　　　預　　り　　金 917,665

　　　賞　与　引　当　金 26,600,000

固　定　資　産 279,676,896 固　定　負　債 156,148,821

  有形固定資産 227,217,778 　　　リ ー ス 債 務 13,741,821

　　　建　　　　　　物 164,182,208 　　　長期借入金 2,264,000

　　　構　　築　　物 1,557,049 　　　退職給付引当金 140,143,000

　　　機　械　装　置 39,324,617

　　　車 輛 運 搬 具 6

　　　工　具　器　具 12

　　　備　　　　　　品 1,653,887

　　  リ ー ス 資 産 20,499,999 【純資産の部】

株　主　資　本 570,677,886

資　　本　　金 60,000,000

　無形固定資産 136,892 利 益 剰 余 金 510,677,886

      電 話 加 入 権 136,892 　　　 利益準備金 15,000,000

　　　 その他利益剰余金 495,677,886

　投資その他の資産 52,322,226 　　　　 　別途積立金 423,000,000

　　　長 期 保 証 金 0 　　　　　 繰越利益剰余金 72,677,886

　　　繰延税金資産 52,322,226 　　　　　　　　（内当期利益） 4,386,536

資　産　合　計 906,021,909 負債及び純資産合計 906,021,909

資　産　の　部 負債及び純資産の部

2021年3月31日現在

貸　借　対　照　表



（単位：円）
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　　1． 棚卸資産の評価基準及び評価方法

（１）原材料 移動平均法による原価法に基づく低価法
（２）仕掛品　 売価還元法/個別法による原価法に基づく低価法

２． 固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産 定率法
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法によっております。

（２）無形固定資産　 定額法

（３）リース資産　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３． 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

（２）退職給付引当金　 従業員の退職給付に備える為、当事業年度末における退職給付債務の
　見込額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上して
　おります。

（３）賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、
支給見込のうち当期負担額を計上しております。

４． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

個　別　注　記　表
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